
 

高等学校等学び直し支援事業補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、高等学校等修学支援事業費補助金（学び直しへの支援）交付要綱（平

成２６年４月１日付け２５文科初第１４４６号。以下「国要綱」という。）第３条の規定

に基づく高等学校等学び直し支援金（以下「学び直し支援金」という。）の支給について、

補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和３０年法律第１７９号）、補助金

等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令（昭和３０年政令第２５５号）及び山口

県補助金等交付規則（平成１８年山口県規則第１３８号。以下「規則」という。）に定め

るもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

（目的） 

第２条 この学び直し支援金は、国要綱第３条の規定により都道府県が認めた者（以下「支

給対象者」という。）から委任を受けた学校設置者（以下「学校設置者」という。）が支

給対象者に代わって学び直し支援金の受領を行い、その有する支給対象者の授業料に係る

債権の弁済に充てることにより、支給対象者の教育に係る経済的負担を軽減することを目

的とする。 

（学び直し支援金の額） 

第３条 生徒一人当たりの学び直し支援金の額は、国要綱第３条の定めるところにより算出

された額とし、予算の範囲内で交付する。 

（交付の申請） 

第４条 学び直し支援金の交付を受けようとする学校設置者は、別に定める期日までに、高

等学校等学び直し支援金交付申請書（別記第１号様式）に次に掲げる書類を添えて、山口

県知事（以下「知事」という。）に提出しなければならない。 

 （１） 地方公共団体の設置する法第２条に規定する高等学校等（以下「公立高等学校等」

という。）の場合 

    高等学校等学び直し支援金交付申請額算出内訳書（別記第２号様式） 

 （２） 国（独立行政法人通則法（平成 11年法律第 103号）第２条第１項に規定する独立

行政法人を含む。）及び地方公共団体以外の者の設置する法第２条に規定する高等学

校等（以下「私立高等学校等」という。）の場合 

   ア  高等学校等学び直し支援金交付申請額内訳（別記第３号様式） 

   イ 高等学校等学び直し支援金交付申請額内訳（１単位あたりの授業料を設定する場

合）（別記第４号様式） 

（変更の申請） 

第５条 規則第８条第１項の申請書は、別記第５号様式によるものとし、次に掲げる書類を

添えて知事に提出しなければならない。 

（１）公立高等学校等の場合 

    高等学校等学び直し支援金変更交付申請額算出内訳書（別記第６号様式） 

 （２）私立高等学校等の場合 



 

   ア  高等学校等学び直し支援金変更交付申請額内訳（別記第７号様式） 

   イ 高等学校等学び直し支援金変更交付申請額内訳（１単位あたりの授業料を設定す

る場合）（別記第８号様式） 

（実績報告） 

第６条 規則第１１条の実績報告書は、別記第９号様式によるものとし、次に掲げる書類を

添えて、知事に提出しなければならない。 

（１）公立高等学校等の場合 

    高等学校等学び直し支援金実績報告額算出内訳書（別記第１０号様式） 

 （２）私立高等学校等の場合 

   ア  高等学校等学び直し支援金実績報告額内訳（別記第１１号様式） 

   イ 高等学校等学び直し支援金実績報告額内訳（１単位当たりの授業料を設定する場

合）（別記第１２号様式） 

２ 前項の実績報告書は、当該年度の３月３１日までに提出しなければならない。 

（学び直し支援金の交付） 

第７条 学び直し支援金は、学び直し支援金の額の確定後に交付するものとする。ただし、

知事が必要があると認めるときは、概算払の方法により学び直し支援金を交付することが

できる。 

２ 学校設置者が前項の規定により、学び直し支援金の交付を受けようとするときは、高等

学校等学び直し支援金交付金支払請求書（別記第１３号様式）を知事に提出しなければな

らない。 

３ 知事は、前項の規定による請求書を受理した場合において、その内容を審査の上、適当

であると認めるときは、学び直し支援金を交付するものとする。 

（その他） 

第８条 この要綱に定めるもののほか、この要綱の施行について必要な事項は、別に定める

ものとする。 

 

附 則 

  この要綱は、平成２７年３月２３日から施行し、平成２６年度の事業から適用する。 


